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１．準公共・相互連携分野
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◼以下の４つの分野に関する取組が進行中（次ページ以降説明）
►防災分野
►教育・こども分野

►医療分野

►モビリティ分野

◼国民個人の暮らしのニーズに応じたサービスの視点から、準公共分野のデジタルサービスを検討
することが重要
►国民個人が、これらのサービスのすべてを享受するものとして、デジタルサービスを相互連携する
必要がある。分野毎に分けた検討も、ある種サービス提供側の都合。



防災分野・取組概要

◼防災分野のデジタルアーキテクチャと課題
►データ中心型設計の必要性：現在、共有すべき「情報」が標準化されていない、被害「情報」が「デー
タ」化されていないなどの課題により、関係者間での「情報」共有に時間を要している

►総合防災システムの刷新に向けたアーキテクチャ整理、具体的には避難所現場におけるシステム
の利便性向上に取組む。

◼検討の進め方
►防災データの国・県等関係者間での情報共有を推進するため、過去の災害での情報共有に関する
事例調査、国・県等の防災関係者のニーズ調査の検討、防災関係者間で共有すべき基本情報（日
本版EEI）の検討等を通じ、防災データアーキテクチャの整理、避難所の利便性向上に向けた検討
を行い、総合防災情報システムの刷新、防災データの連携基盤の整備等に取り組む。
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教育・こども分野・取組概要（こどもに関する各種データ連携支援）

◼貧困や虐待など支援を必要とするこどもに、データ連携によって関係機関が連携してプッシュ型
の支援を行うことの必要性が指摘。

◼現在、例えば大阪府箕面市では、生活困窮判定、学力判定、非認知能力等判定の３つの要
素を総合的に判定して「子どもの状態の総合判定」を行い、必要な支援につなげており、こうした
先進的な取組をさらに展開するための実証事業を今後実施。

◼政府内では、内閣府（子供の貧困担当）、内閣官房（こども政策推進体制検討チーム）、
厚労省、文科省が関係するところ、11月26日に小林デジタル副大臣を主査とし関係省庁の副
大臣で構成されるPTの第１回を開催し、今後検討。

◼なお、国が一元的にこどもの情報を管理するデータベースを構築するということは考えていない。
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医療分野・取組概要

◼以下の３つの仕組みについて、オンライン資格確認等システムやマイナンバー制度等の既存イン
フラを最大限活用しつつ、令和３年に必要な法制上の対応等を行った上で、令和４年度中に
運用開始を目指し、効率的かつ迅速にデータヘルス改革を進め、新たな日常にも対応するデジ
タル化を通じた強靱な社会保障を構築する。
►全国で医療情報を確認できる仕組みの拡大

◆ 患者や全国の医療機関等で医療情報を確認できる仕組みについて、対象となる情報（薬剤情報に加えて、
手術・移植や透析等の情報）を拡大し、令和４年夏を目途に運用開始

►電子処方箋の仕組みの構築
◆ 重複投薬の回避にも資する電子処方箋の仕組みについて、オンライン資格確認等システムを基盤とする運
用に関する要件整理及び関係者間の調整を実施した上で、整理結果に基づく必要な法制上の対応とともに、
医療機関等のシステム改修を行い令和４年夏を目途に運用開始

►自身の保健医療情報を活用できる仕組みの拡大
◆ ＰＣやスマートフォン等を通じて国民・患者が自身の保健医療情報を閲覧・活用できる仕組みについて、健
診・検診データの標準化に速やかに取り組むとともに、対象となる健診等を拡大するため、令和３年に必要
な法制上の対応を行い、令和４年度早期から順次拡大し、運用
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モビリティ分野・取組概要（自律移動ロボット・ドローン）

◼３次元空間情報基盤での空間IDの整備

►国土上の指定された場所に、自動的にロボット・ドローンが到達できることを実現。

►国土の三次元空間上で、行き先や経路などを指定できる必要。

►異なる基準の３次元地図の乱立を防ぎ、共通の基準を用いて、あらゆる空間情報を「簡単に」
「安く」「早く」「利用しやすい形式・内容・容量」「必要十分な範囲・粒度・項目」で検索・取得でき
る仕組みを構築し、移動・配送やそのためのインフラ整備等を効率化する。
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異なる基準の３次元地図が乱立しているイメージ 空間情報をボクセルで表現しているイメージ

※独立行政法人情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンター（ＤＡＤＣ）提供資料より抜粋



２．分野間連携基盤の検討状況
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公共、準公共、民間等をつなぎうる、分野を超えたデータ連携基盤



SIP CADDEの基本アーキテクチャ
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SIP CADDE 分野間データ連携カタログ機能（横断検索型カタログ）

◼1,000以上の組織（企業、団体、自治体、大学など）が公開するデータカタログサイトからカタログ情報を収集

◼ すでに134,768件のデータが検索可能に！（現時点、増加中）

【将来的】

ベースレジストリ
準公共分野データ



公共オープンデータ検索（CADDE と data.go.jpの比較）
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「新型コロナ」（241／37） 「子育て」 （889／253）

「防災」（3,331／1,629） 「子供 or こども」（584／166）

CADDE連携型データカタログ構築中（既に132,000件登録中）



グローバルで対等な国際連携の進展
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Corporate Agreement 
between FIWARE 
Foundation and DTA 
(Feb. 2020)

Collaboration Agreement 

between IDSA and DSA

(Oct. 2021)

Join session between GAIA-X and DATA-EX 

in RRI International Conference (Oct., 2021)
・GAIA-X: Hubert Dardieu

・ DATA-EX: Noboru Koshizuka
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分野間データ連携基盤のアーキテクチャ
（全体像と、SIP CADDE、DATA-EXの関係）
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DATA-EXの範囲 DSAで開発が必要な範囲（主に管理運営関係）

SIPが開発する範囲（主に研究性があった技術的内容）

SIPで連携試行した範囲

データ戦略WGで扱われている
他のデータ基盤への取組み

※ 本稿は検討の途中経過の未定稿であり今後検討の進展によって変更の可能性があります。
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分野間データ連携基盤・構築のマイルストーン
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2019 2020 2021 20222018 2023…
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DSA（データ社会推進協議会）

第二期SIP分野間データ連携基盤事業


